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要旨：トンネル覆工は狭隘空間内での作業のため，充てん不良などの初期欠陥が生じ易い構造物である。そ

こで，従来の覆工コンクリートに比べ流動性を向上させるとともに，単位粉体量を増加させることなく，増

粘剤の混和により材料分離抵抗性を付与した中流動コンクリートのトンネル覆工への適用性を実験的に検討

した。その結果，増粘剤を用いた中流動コンクリートの諸性質は従来の覆工コンクリートと同等以上である

こと，覆工の施工条件を模擬し，約 5m 流動させて打込み・締め固めても材料分離や未充てんは生じないこと

から，高品質なトンネル覆工を構築するための材料として適用できる可能性が高いことがわかった。 
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1. はじめに 

 山岳トンネルの覆工は，狭隘な空間内でコンクリート

を打込み・締め固める必要があり，アーチ形状のため天

端部は吹上げ口よりコンクリートを吹き上げて充てん

させる必要があるなど，他の構造物に比べ施工条件が厳

しく，締固め不足によるジャンカや充てん不良による背

面空洞など施工に起因した不具合が生じ易い構造物で

ある。また，特殊な施工環境下での作業のため，統一的

な施工方法が確立しにくく，仕上がりの良し悪しが作業

員の技量や熟練度に左右され易いという側面もある。 

社会資本整備への投資額が年々減少し，コンクリート

構造物の長期耐久性の確保に対する要求が高まる一方

で，トンネル施工現場では熟練作業員の高齢化と若手作

業員不足が常態化しており，苦渋作業から開放され，か

つ作業員の技量に左右されずに高品質・高耐久なトンネ

ル覆工を構築できる材料および施工技術の開発が望ま

れている。 

東・中・西日本高速道路株式会社では，トンネル覆工

の高耐久化および省力化を目的として，「中流動覆工コ

ンクリート」を新たにトンネル施工管理要領(以下，施工

管理要領と呼称)に取り入れている 1)。中流動コンクリー

トは，スランプフローが 35～50cm で，従来の覆工コン

クリート(スランプ 15～18cm)と高流動コンクリート(ス

ランプフロー65cm 程度)の中間的な流動性を有するコン

クリートである。そのため，完全な自己充てん性はない

ものの，移動式型枠(セントル)に取り付けた型枠バイブ

レータによる軽微な振動締固めによりコンクリートの

充てんが可能である。作業員を苦渋作業から解放すると

ともに，技量や熟練度によらず安定的に高品質な覆工を

構築できる材料・施工技術であり，今後，多くのトンネ

ル工事への適用が望まれている。 

施工管理要領に示される中流動コンクリートは，高減

水率の減水剤を用いて高い流動性を確保する一方で，材

料分離抵抗性はフライアッシュや石灰石微粉末などの

混和材を用い単位粉体量を 350kg/m3 程度以上とするこ

とで確保している。これら混和材の使用に際しては，専

用のサイロや計量器が必要となるが，全国の半数以上の

レディーミクストコンクリート工場において専用サイ

ロの確保が困難であるとの調査結果 2)も得られており，

中流動コンクリートの普及に向けた課題となっている。 

そこで，本研究では，専用のサイロや計量器を用いず

に製造できる中流動コンクリートのトンネル覆工への

適用性について検討することとした。具体的には，増粘

剤を使用することで材料分離抵抗性を確保する中流動

コンクリートである。また，ブリーディングの低減を目

的として，上記に加え，シリカ質微粉末 3)を混入した中

流動コンクリートについても検討した。なお，シリカ質

微粉末の混入量は少量であるため，コンクリート製造時

に人力によりミキサに投入することを想定している。 

本文では，まず，増粘剤およびシリカ質微粉末の混和

により上記要領に示される性能を満足する中流動コン

クリートが製造できることを確認するとともに，フレッ

シュコンクリートの性状，強度特性および耐久性につい

て検討した。次に，実機プラントにて中流動コンクリー

トを製造し，時間経過に伴う品質変化を確認するととも

に，覆工の施工条件を模擬した実物大型枠に中流動コン

クリートを打設して，コンクリートの流動状況ならびに

充てん後のコンクリートの品質について検証した。 
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2. 増粘剤を用いた中流動コンクリートの品質検証 

2.1 実験概要 

(1) 中流動コンクリートの目標性能の設定 

 施工管理要領に示される中流動覆工コンクリートの

要求性能を表－１に示す。既往の知見 4)，5)より，表中の

性能を満足するコンクリートを用いることで，密実な覆

工を構築できることが確認されているため，本研究でも，

中流動コンクリートの目標性能として表－１の各値を

用いることとした。 

(2) 検討ケースおよびコンクリート配合 

 検討ケースおよびコンクリート配合を表－２に示す。

各発注機関の仕様書に示される標準的な覆工コンクリ

ートの配合条件は，水セメント比 60％以下(無筋コンク

リート構造物の場合)，単位水量 175kg/m3 以下(粗骨材の

最大寸法 20 もしくは 25mm の場合)，単位セメント量

270kg/m3 以上，スランプ 15±2.5cm，空気量 4.5±1.5％

であることが大半である。そこで，本研究では，これら

の配合条件を満足するように基準コンクリートの配合

(No.1)を設定した。この配合をもとに，セメントの外割

で混和材(本研究ではフライアッシュを使用)を混入する

ことで中流動コンクリートとした配合(No.2：以下，粉体

系中流動コンクリートと呼称)，増粘剤の混和により中流

動コンクリートとした配合(No.3：以下，増粘剤系中流動

コンクリートと呼称)，および配合 No.3 にシリカ質微粉

末を 5kg/m3混入した配合(No.4)の 4 種類について検討し

た。なお，中流動コンクリートの単位粗骨材容積は，高

流動コンクリート施工指針 6)に示されるランク 3 のコン

クリートの単位粗骨材容積を参考にして設定した。 

(3) 使用材料 

 使用材料を表－３に示す。配合No.3およびNo.4では，

増粘剤成分を含有した高性能 AE 減水剤(JIS A 6204 適合

品)を使用した。また，配合 No.4 で用いたシリカ質微粉

末は，平均粒径が 1μm 程度で，標準的なシリカフュー

ムと比べ 10 倍程度粗い粉末である。 

(4) 加振・変形試験および充てん試験の概要 

 加振・変形試験の概要を図－１に示す。本試験は，振

動下における中流動コンクリートの変形性能を調べる

ために行うものである。装置下面に棒状バイブレータが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置してあり，10 秒間の振動で平板面全体に 3.7J/L の振

動エネルギーが作用するように設定されている。 

試験方法は，平板面の上でスランプフロー試験を行っ

た後，バイブレータを 10 秒間振動させ，加振前後のス

ランプフローの変化量を測定する。変形量が 10±3cm 以

内である場合，中流動コンクリートは所要の流動性およ

び材料分離抵抗性を満足すると評価する。 

充てん試験は，JSCE-F511「高流動コンクリートの充

てん装置を用いた間隙通過試験方法（案）」のうち U 形

種類 記号

セメント C

フライアッシュ FA

シリカ質微粉末 SF

細骨材 S

G1

G2

WR

SP 高性能AE減水剤(ポリカルボン酸)

VA

AE

物理的性質など

普通ポルトランドセメント、密度3.16g/cm3

勇払産陸砂

表乾密度2.68g/cm
3
，吸水率1.60％，粗粒率2.64

AE減水剤(リグニンスルホン酸)

JISⅡ種相当品、密度2.25g/cm
3

ジルコニア起源、密度2.40g/cm
3

比表面積87000cm2/g、平均粒径1μm

由仁産砕石(容積比65％)　最大粗骨材寸法20mm

表乾密度2.65g/cm3，吸水率1.84％，実積率59.1％

粗骨材

AE助剤(変性アルキルカルボン酸化合物)

勇払産砂利(容積比35％)　最大粗骨材寸法25mm

表乾密度2.66g/cm
3
，吸水率0.88％，実積率66.9％

混和剤 増粘剤成分含有高性能AE減水剤
(ポリカルボン酸系化合物　増粘剤はグリコール系)

C FA 加振前 加振後

1 基準コンクリート 58.3 48.0 0 881 330 614 0.25 0 0 0 4.0 －

2 粉体(FA)増量 47.3 50.0 70 876 0 0.8 0 0 48.5 58.5 4.9 34.0

3 増粘剤混和 58.3 52.7 0 967 0 0 0.95 0 46.0 55.5 4.0 33.0

4 増粘剤＋SF混和 58.3 52.7 0 967 0 0 0.95 5 45.0 56.0 4.5 33.5

302 556

P
W S G1

U形充て
ん高さ
(cm)

フレッシュコンクリートの性状混和剤(C+FA×％)

スランプ17.5cm

WR SP VA
空気
量
(％)

SF
(外割)
(kg/m3)

スランプフロー(cm)No.

175 300

s/a
(％)

単位量(kg/m
3
)

G2

中流動
コンクリート
にする方法

W/P
(％)

表－２ 検討ケースおよびコンクリートの配合と室内試験におけるフレッシュコンクリートの品質試験結果 

表－１ 中流動コンクリートの要求性能 

表－３ 使用材料 

図－１ 加振・変形試験の概要 

加振前 加振後

設計基準
強度(σ28)

(N/mm2)

スランプ
フロー
(cm)

空気量
(％)

加振変形量
(cm)

U形充てん高さ
(障害なし)

(cm)

18 35～50 4.5±1.5

10±3
(10秒加振後の
スランプフロー

の広がり)

28以上
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容器を用いた障害鉄筋がない場合(ランク 3)の試験であ

る。充てん高さ 28cm 以上の場合に，中流動コンクリー

トは所要の充てん性を満足すると評価する。 

なお，これらの試験方法は，施工管理要領にて

JHS733-2008 として規格化されている。 

(5) 練混ぜ方法 

 コンクリートの練混ぜには，二軸強制練りミキサ（公

称容量 60L）を使用し，1 バッチの練混ぜ量は 40Ｌとし

た。練混ぜ方法は，セメント，混和材および骨材を投入

して 10 秒間練混ぜた後，予め混和剤を溶解させた練混

ぜ水を投入して 60 秒間練り混ぜた。なお，試験は 20℃

に温度管理された室内で実施した。 

2.2 実験結果および考察 

 フレッシュコンクリートの試験結果を表－２に，加

振・変形試験における加振前後のコンクリート状況を写

真－１に示す。増粘剤を混和した配合(No.3 および No.4)

でも，表－１の目標性能を満足できる中流動コンクリー

トが得られた。また，加振後のコンクリート試料は，流

動先端まで粗骨材が行き渡っており，モルタル分と粗骨

材との分離状況は全く認められなかった。増粘剤成分を

混和した高性能 AE 減水剤を用いることで，粉体量を増

加させることなく所要の流動性と材料分離抵抗性を持

つ中流動コンクリートを製造できることが確認できた。 

 ブリーディングおよび凝結試験結果を図－２に示す。

増粘剤系中流動コンクリート(配合 No.3)のブリーディン

グ率は，基準配合(配合 No.1)に比べ 1％低減しているも

のの，粉体系中流動コンクリート(配合 No.2)に比べ若干

増大する結果となった。単位粉体量が少ないことが主た

る原因と考えられる。 

一方，増粘剤系中流動コンクリートにシリカ質微粉末

を 5kg/m3 混入することで，粉体系中流動コンクリート

(No.2)と同程度までブリーディングを低減できている。

シリカ質微粉末は粒径が小さく表面積が大きいため，少

量の混入でもブリーディング抑制に大きく寄与したも

のと推測される。シリカ質微粉末の混入が，粉体量の少

ないコンクリートのブリーディング抑制対策として効

果的であることを示す結果と考えられる。 

なお，増粘剤系中流動コンクリートは，少ない単位粉

体量で高い流動性を確保しているため，使用骨材の形状，

粒度分布および微粒分量などが，ブリーディング特性を

はじめフレッシュコンクリートの諸特性に影響を与え

やすいと考えられ，留意する必要がある。 

 増粘剤系中流動コンクリートの凝結時間は，基準コン

クリート配合に比べ 1 時間程度遅延している。実施工に

適用する場合には，従来の覆工コンクリートに比べ，コ

ンクリートの側圧の作用時間が長くなる可能性がある

ことに配慮が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加振前

SF=45.0cm

加振後

SF=56.0cm

SF=46.0cm

加振前

SF=55.5cm

加振後

SF=48.5cm

加振前

SF=58.5cm

加振後

写真－１ 加振・変形試験前後のコンクリートの状況

粉体系中流動コンクリート(No.2) 

増粘剤系中流動コンクリート(No.3) 

シリカ質微粉末混入増粘剤系中流動コンクリート(No.4)
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時
間

(
時

間
)

コンクリートの種類

基準
(配合No.1)

粉体増量(FA)
(配合No.2)

増粘剤
(配合No.3)

増粘剤+SF
(配合No.4)

始発

終結

0
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デ
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ン
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率
(
％

)

図－２ ブリーディングおよび凝結試験結果 
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粉体増量(FA)
(配合No.2)

増粘剤
(配合No.3)

増粘剤+SF
(配合No.4)

28日

7日

18
時間

W/C=58.3％、空気量=4.0～4.9％、標準養生(20℃水中)

図－３ 圧縮強度試験結果 
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圧縮強度試験結果を図－３に示す。トンネル覆工は，

一般に覆工コンクリートの打設翌日に移動式型枠を脱

型(ダウン)するため，若材齢(一般に 16～18 時間程度)で

脱型時強度を満足することが特に重要となる。脱型時に

必要な圧縮強度は，覆工コンクリートの形状により相違

するが，1～2N/mm2以上であることが多い。増粘剤系中

流動コンクリートの材齢 18 時間の圧縮強度は約 3N/mm2

であり，従来の施工サイクルで覆工の施工を行うことが

可能である。また，材齢 7 日および 28 日の圧縮強度も

基準コンクリートと同程度であり，標準養生条件下では

従来の覆工コンクリートと同等の強度発現性を有して

いることが確認できた。 

 中流動コンクリートの中性化促進期間 2 ヶ月(二酸化

炭素濃度 5％)における中性化深さ，および塩分濃度 10％

の塩水に 2 ヶ月間浸漬させた際の塩分浸透深さの測定結

果を図－４に示す。なお，各試験は 2 ヶ月間の標準養生

(20℃水中)後に実施した。 

増粘剤系中流動コンクリートの中性化深さおよび塩

分浸透深さは，従来の覆工コンクリートと同様であり，

十分な耐久性を有していることが確認できた。なお，粉

体系中流動コンクリートは，混和材として混入したフラ

イアッシュのポゾラン反応により水和組織が緻密化し

たため，他の配合に比べ中性化や塩分浸透に対する抵抗

性が向上したと考えられる。 

 

3. 実機プラントによる施工性確認実験 

3.1 実験概要 

 増粘剤系中流動コンクリートの実施工への適用性に

ついて検討した。前節で検討した配合の中流動コンクリ

ートを実機プラントで製造し，中流動コンクリートの時

間経過に伴う品質変化を把握するとともに，覆工の施工

を模擬した実物大型枠にコンクリートを打設し，打込み

状況，ならびに充てん後のコンクリートの品質について

検証した。 

(1) コンクリートの製造と品質の経時変化の検討 

 施工実験は，表－２中の配合 No.2～4 の 3 種類の中流

動コンクリートについて実施した。使用材料は表－３と

同様である。練混ぜには二軸強制練りミキサ(容量 2m3)

を用いた。1 バッチの練混ぜ量は 1.5m3とし，2 バッチ(合

計 3m3)製造してアジテータ車に積み込んだ。 

練上りからの経過時間が 0，30，60，90 および 120 分

後に，アジテータ車より試料を採取してスランプフロー

および空気量を測定した。なお，施工実験時のコンクリ

ート温度は 11～15℃であった。 

(2) 実物大模擬型枠への打設実験 

 実験に用いた模擬型枠の概要を写真－２に示す。標準

的な覆工は，覆工厚さ 30～35cm，１スパン長 10.5m で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あり，スパン中央の 1 箇所からコンクリートを打ち込む

ことが多いため，図に示す形状の型枠とした。また，施

工管理要領を参考に，締固めは型枠バイブレータにより

行うこととし，片側側面に 3m 間隔で 2 台設置した。 
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写真－２ 模擬型枠および型枠バイブレータの概要

写真－３ コンクリートの打込み状況 

図－４ 中性化深さおよび塩分浸透深さ測定結果
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 コンクリートの打込みは，練上りから 30 分経過した

時点で型枠端部より行った(写真－３)。コンクリート自

身の流動性で流動するように，打設速度 5m3/h 程度で打

ち込んだ。コンクリートの流動先端が，型枠端部に到達

した時点で打込みを停止し，流動勾配を測定した。その

後，打込み口から 2.7m 地点の打込み高さが 40cm になる

まで再度コンクリートを打ち込んだ後，型枠バイブレー

タを作動させ，コンクリート上面が平滑になるまで締め

固めた(写真－４)。作動時間は約 5 秒であった。この後，

同様の手順で 2 層目のコンクリート打設を行った。 

コンクリートの打設完了後に，流動先端側にてコンク

リート試料を約 100Ｌ採取して均等に練混ぜた後，圧縮

強度試験用供試体を採取するとともに，洗い試験を実施

してコンクリート中に含まれる粗骨材量を測定した。試

験方法の概要を表－４に示す。なお，比較用データを採

取するため，コンクリートの打込み前においても試料を

採取し，上記と同様に圧縮強度試験用供試体の採取およ

び洗い試験による粗骨材量の測定を行った。 

3.2 実験結果および考察 

(1) コンクリート品質の経時変化 

 中流動コンクリートの時間経過に伴う品質変化を図

－６および図－７に示す。増粘剤系中流動コンクリート

は，練上り 120 分後でも，スランプフローの低下は 3～

4cm とわずかであった。本研究で用いた増粘剤成分を混

和した高性能 AE 減水剤が十分なスランプ保持性能を有

していることを示す結果と考えられる。 

一方，空気量は，時間経過に伴い徐々に低下し，120

分後には練上り時と比べ 1％程度低下する結果となった。

増粘剤系中流動コンクリートを用いる場合においても，

通常のコンクリートの場合と同様に，出荷から打込み終 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート打込み終了
(型枠バイブレータ作用前)

コンクリート締固め終了
(型枠バイブレータ作用後)

写真－４ 増粘剤系中流動コンクリートの締固め前後の状況

表－４ 流動前後の品質変化検討の試験方法の概要

図－６ スランプフローの経時変化 試験方法の概要

粗骨材量
の変化率

①エアメータ容器(約7Ｌ)にコンクリート試料を採取する。
②コンクリート試料を5mmふるいでふるう。
③ふるいに残留した試料を洗い、粗骨材を取り出す。
④粗骨材表面の水分をふき取り、表乾状態として質量を測定する。

圧縮
強度比

①流動先端および打込み前のコンクリート試料を採取し、円柱供試
　 体(φ100×200mm)を各3本作成する。
②材齢28日まで標準養生(20℃・水中)した後、JIS A 1108に準じて圧
   縮強度試験を実施する。

粗骨材量の
変化率（％）

流動先端で採取した試料中の粗骨材量(g)

打込み前に採取した試料中の粗骨材量(g)
×100＝

圧縮強度比
（％）

流動先端で採取した試料の圧縮強度(N/mm2)

打込み前に採取した試料の圧縮強度(N/mm2)
×100＝
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図－７ 空気量の経時変化 

図－８ 中流動コンクリート打込み時の流動勾配
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了までの予定時間を計画し，経時変化に伴う低下分を見

込んで練上り時の空気量を設定する必要がある。 

(2) 中流動コンクリートの打設実験 

中流動コンクリートの打込み時の流動勾配を図－８

に示す。いずれのコンクリートも流動勾配は 1/15～1/25

程度であり，中流動コンクリートが高い流動性を有する

ことを示す結果が得られた。なお，粉体系中流動コンク

リートの流動勾配が他の配合に比べやや大きいのは，打

込み時のスランプフローが5cm程度小さかったためと推

測される。流動時のコンクリートの状況を写真－５に示

す。ペースト分と骨材とが材料分離することなくコンク

リートが打ち込まれていることが分かる。 

流動前後の粗骨材量の変化量および圧縮強度試験結

果を表－５に示す。流動先端部から採取したコンクリー

ト試料中の粗骨材量は，流動前試料に対し 92～94％であ

った。同様に，流動先端部で採取したコンクリート試料

の圧縮強度は，流動前に採取した試料とほぼ同等であっ

た。表－１に示す性能を満足する中流動コンクリートで

あれば，一般的なトンネル覆工の施工方法と同様に，5m

程度流動させて打ち込んでも，材料分離を生じることな

く均質なコンクリートを充てんできることを示す結果

と考えられる。また，いずれの中流動コンクリートの試

験体においても，脱型後に未充てんやジャンカなどの初

期欠陥は認められなかった。 

これらの結果を踏まえると，単位粉体量を増加させる

ことなく，増粘剤の混和により材料分離抵抗性を確保し

た中流動コンクリートは，施工管理要領に示される粉体

系中流動コンクリートと同様に，高品質なトンネル覆工

を構築するための材料として適用できると考えられる。 

 

4. まとめ 

 増粘剤を用いることで材料分離抵抗性を付与した中

流動コンクリートのトンネル覆工への適用性を検討し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。本研究の範囲内で得られた知見を以下に示す。 

(1) 増粘剤を混和することで，単位粉体量を増量しなく

とも，スランプフロー35～50cm，U 形充てん試験に

おける充てん高さ 28cm 以上(障害鉄筋のない場合)を

満足する中流動コンクリートが製造できる。 

(2) 上記の中流動コンクリートは，従来の覆工コンクリ

ートと同等の強度発現性，ならびに中性化や塩分浸

透に対する抵抗性を有している。 

(3) 増粘剤を混和した中流動コンクリートにシリカ質微

粉末を 5kg/m3 混入することで，粉体量を 70kg/m3 増

加した中流動コンクリートと同程度までブリーディ

ングを低減できる。 

(4) 従来の覆工の施工を模擬し，中流動コンクリートを 

5m 程度流動させて打ち込んでも，流動先端における

品質低下は認められない。 
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表－５ 流動前後における中流動コンクリートの 

    粗骨材量の変化率および圧縮強度比

写真－５ 増粘剤系中流動コンクリートの 

  打込み時の流動先端状況 
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